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経済学研究 34-1
北海道大学 1984.6

「資本主義的蓄積の一般的法則」の

成立と領有法則転回論

清野康

はじめに

マルクスの領有法則転回論は w資本論』現

行版第I部第7篇の蓄積論に位置しているにも

かかわらず，蓄積論の他の主要なテーマの一つ

である「資本主義的蓄積の一般的法則j (以下

「一般的法則」と略称)との関連は，これまで

ほとんど問題にされてこなかった。本稿では，

蓄積論成立史におけるこのような未解決問題を

解明すべく， 1847年の草稿『労賃』にまでさ

かのぼって「一般的法則」の成立過程を追跡

し1) [""一般的法則」が成立してくるにしたが

って，領有法則転回論の担うべき役割と位置が

どのように変遷してくるかを考察することにし

たい。

ところで， w資本論』現行版では，第 I部第

7篇第23章第1節官頭で， [""一般的法則」の解

明に先立つて，資本の有機的構成を「この研究

における最も重要な要因j ((17) S. 640) とみ

なしてその概念規定を行なっているように，

「一般的法則」と資本の有機的構成概念とは相

即不離の関係にある，といってよし、。したがっ

て，前者は後者の確立を侯って初めて完成する

のであるが， 後者が， w資本論』現行版におい

1)マルクスは，厳密には，資本の有機的構成の高度
化によって生じる相対的過剰人口の累進的生産と
その帰結としての労働者階級の窮乏化の増大を

「資本主義的蓄積の絶対的な一般的な法見山 ((17)
s. 674)と規定しているが，成立史を問題にして
いる本稿では，のちに「一般的法則」として結実
する，有機的構成の累進的高度化の理論をも「一
般的法則」と呼ぶことにする。なお，本文中の・
点は原著者の，。点は引用者の強調を表わし，
( )は引用者の補筆箇所を示す。

てみられるように， [""資本の技術的構成によっ

て規定され，その諸変化を反映する限りにおい

ての資本の価値構成j(ebenda)として確立する

ためには，それこそ忍苦に満ちた歳月を必要と

したので、ある。最初に，両者が最もプリミティ

プな形で現われている草稿『労賃』をみてみよ

う。

1. 草稿『労賃~ (1847年)

マルクスは草稿『労賃』で，経済学者による

労働者「救済案j，すなわち， 労賃をできる限

り低くおさえることによって生産的資本を増大

させるならば，結局は雇用手段も増大する，と

いう案を批判して次のように述べている。

「生産的資本が増大するのと同じ割合で労働

者聞の競争が増大するj((1) S. 548)。なぜな

らば，新たな機械の導入によって失業が生みだ

されるばかりでなく，分業が進んで、労働が一層

単純化されるために，労働者はどの部門にも入

り易くなるからである。それだけではなし、。生

産的資本の増大に伴う大規模生産の発達によっ

て，小資本は大資本との競争に耐えることがで

きなくなる。競争に破れた「小工業家」が「労

働者階級に突き落とされ」て (ebenda)，[""労働

者聞の競争」はさらに激化する。この状態に追

い討ちをかけるのが，生産力の増大に伴ってま

すます激しくなる恐慌である。その結果[""労

働者たちの聞に，はるかに大きな競争がひきお

こされj，[""彼らの労賃はますます動揺つねなき

ものとなるj(ebenda)，というのである。

このように，ここでは「労働者間の競争」と
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「諸資本聞の競争J(ebenda) から， 経済学者

のいう，生産的資本が急速に増大する場合にお

いてさえも労働者の状態、は悪化せざるをえない

ことを論証しようとしているのであり，したが

って，問題を競争論的または現象論的に考察し

ている，といえようの。

だが， 他方で、マルクスは， rわれわれは問題
をもっと簡単に定式化できるJ((1) S. 549)， 

と述べて，全く新たな視点から同じ問題に取り

組んでいる。マルクスはいう。

「生産的資本は，次の三つの構成部分からなりたつ。

一一(1)加工される原料。 (2)機械と，石炭などのよ

うに機械の運転に必要な材料と，建物その他。 (3)資

本のうち労働者の生計にあてられる部分J(ebenda)。

みられるように，ここではまだ不変資本およ

び可変資本なる用語を使用してはいないが，

『賃労働と資本~ (同じ年の講演)において剰余

価値発生の秘密が暴露されていることを考慮す

るならば，マルクスは最初の二つの部分と第三

の部分とを原則的に区別していたので、あり，事

実上ここですでに不変資本と可変資本との区別

に到達していた，ということができるめ。

続いてマルクスは， r生産的資本が増大する
場合，生産的資本のこれら三つの構成部分は相

互にどのようになるかJ(ebenda)を問題にし

て， r生産力の増大が進むにつれて， 生産的資
本のうち機械と原料に転化される部分，すなわ

ち資本そのものが，賃金に当てられる部分に比

べて不均衡に増大するということは，資本と労

働の関係の本性から必然的に生じる一般的法則

であるJ((1) S. 551)， と論定している。 こ

こでは，原則的に区別された不変資本と可変資

本の割合に着目して，生産力の上昇に伴って，

可変資本部分が不変資本部分に比べて相対的に

減少することを資本の本性から必然的に生じる

「一般的法則」とみなしている。したがって，

2)このような競争論的アプローチは，エシゲノレスの
『国民経済学批判大綱j](1844年〉の影響によるも
のである。 この点については佐藤金三郎氏 (22J
を参照されたい。
3)佐藤金三郎氏 (21]参照。なお，本稿は多くの点
でこの論文に依拠している。

われわれは，ここに，未だ価値構成の視点のみ

ではあるが，資本の有機的構成概念の「端緒的

確立J((21) 19頁)をみることができる， と

同時に，資本の有機的構成の高度化に依拠して

労働者の状態の悪化を論じている点に，のちの

「一般的法則」の原型を確認することができるで

あろう。蓄積の進行が労働者階級の運命に如何

なる影響を及ぼすかという問題に対するこのよ

うなアプローチは，資本と労働の基本的対立関

係を念頭において，資本の本性そのものから導

き出された構造論的=本質論的アプローチであ

る。したがって，草稿『労賃』におけるマルク

スの認識の歩みは， r諸資本聞の競争」および
「労働者間の競争」に基づいた競争論的=現象

論的認識に留まることなし未完成ではあるが

端緒的には確立している資本の有機的構成概念

に依拠した構造論的=本質論的認識へとさらに

下向=深化していた，ということができる。

だが，ここから直ちに相対的過剰人口の形成

を導き出すことはできない。というのは，可変

資本の相対的減少は，その絶対的増加を排除し

なし、からである。この点について，マノレクスは

次のように述べている。

「もっとも有利な場合を仮定しよう。資本家は自分

の企業の拡張を行なって，単に従来どおりの数の労働

者を雇っておくことができるばかりでなく……労働者

をさらに増加しさえするものとしよう。そうすれば，

同数の労働者を雇っておくためには，あるいは労働者

を一層増加しうるためには，生産はとほうもなく増大

されなければならないであろう。そして，生産諸力に

比べて労働者数の割合は，相対的に際限もなく不均衡

になっている。このために過剰生産が促進され，次の

恐慌に際しては，以前よりも多くの労働者が失業して

いるのである」江口 S.551)。

みられるように，ここでは，たとえ企業の拡

張によって雇用労働者数が増加しても， r過剰
生産J-→「恐慌」一→「失業」とし、う経路を

たどって，以前よりも多くの労働者が街頭に投

げ出されることになる，というのである。だ

が，このような経路から生じる失業は産業循環

に伴って生じる短期的失業であり，先にみた，
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資本の有機的構成の変化によって長期的=構造

的に生じる失業とは異質のものである。したが

って，マルクスは，長期的=構造的失業の問題

を短期的=産業循環的失業の問題に解消してい

ることになり，この点において，構造論的認識

には未だ現象論的=競争論的認識が混在してい

る，ということができるであろう。しかも，競

争論的認識を「簡単に定式化」したものが構造

論的認識であるとし、う指摘からもうかがえるよ

うに，当時のマルクスは，両者の区別と関連を

明確に意識しながら課題に取り組んでいた訳で

はなL、。かかる混乱を一掃するためには，本質

論的認識を今一度さらに徹底=深化させなけれ

ばならなかったのである。これが続く『経済学

批判要綱』の課題である。

11. 1857-58年草稿『経済学批判要綱』

1857年 10月中旬から 1858年5月末にかけ

て執筆された『経済学批判要綱~ (以下『要綱』

と略称)は， ~資本論』の最初の包括的な草稿

であり， その考察対象は基本的には「資本一

般」に限られていた。『要綱』における「資本

一般」の考察とは，第 lに，現実の「多くの諸

資本」から抽象された r一つの資本J((3) S. 
554) または「一国民の総資本J((3) S. 735) 

と賃労働との内的関係一般の分析であり， 第2

に，資本の量的大小にかかわりなく妥当する，

資本主義的生産様式の本質分析であるの。 した

がって r多くの諸資本」の契機および資本の
量的契機は， r資本一般」には含まれないもの
とみなされていた。

ところで，資本の蓄積過程は，剰余価値の資

本への再転化による資本の量的増大過程そのも

のであるばかりでなく，実際には，剰余価値の

分割と流通の媒介運動の後に，諸資本の現実的

競争戦を通じて行なわれるために， ~要綱』で

は， このような蓄積の問題は， r資本一般」に

4) r要綱』における「資本一般」の内容は以上につ
きるものではない。詳しくは，佐藤金三郎氏(20)
を参照のこと。

ではなく「諸資本の蓄積」に属する問題と考え

られていた。したがって，草稿『労賃』でみら

れた，蓄積が労働者階級に如何なる影響を及ぼ

すかという問題に対する競争論的アプローチは

もとより，資本の有機的構成を理論的武器とす

る原型「一般的法則」までもが， r諸資本の蓄
積」に属すべき問題として， ~要綱』の対象範

囲から排除されているのである。例えばマルク

スは， 資本の大きさが増大する場合に， r生き
た労働と交換される資本部分は，総資本との比

率において考察すれば減少するJ，としづ認識

を示しながら， rにもかかわらず， この関係も
またより詳細には蓄積=および人口理論のとこ

ろではじめて研究されるべきであるJ((3) S. 

649-650) ，と指摘している九

一方， ~要綱』では， まだ資本の有機的構成

という用語は使用されておらず，その内容自体

も積極的には検討されていなし、。すなわち，草

稿『労賃』において事実上区別されていた資本

の二つの構成部分に対して， ~要綱』では， そ

れぞれ「資本の可変部分」と「資本の不変部

分J((3) S. 293) という名称が初めて与えら

れベ したがってまた，資本の有機的構成概念

も「資本の不変部分の可変部分に対する比率」

((3) S. 293) として， より明確に表現されて

いる。だが，これらの点を除けば， ~要綱』に

おける資本の有機的構成概念は，草稿『労賃』

のそれと同様に，価値構成の視点だけに留まっ

ており，技術的構成との関連は未だ問題にされ

ていない，といってよL、。

5)ノート IVでも次のように述べている。「資本が

大きくなる場合に比率 C資本の有機的構成のこ
と〕が同じままであるかどうかは全く別問題であ
る(しかしこれは蓄積〔の問題〉に属する)j((3) 
S. 298)。

6) r要綱』では， I資本の不変成分」はさらに「不変
資本 (invariable Kapital)j とも呼ばれている
が I可変資本」なる用語はまだ用いられていな
い。後者が出現するのは1861-63年草稿『経済学
批判』においてである。ただし， 1859年の「私自

身のノートへの心覚」には「不変資本と可変資本
(capital constant und variabl巴)j ((3) S. 962) 
と記されている。八柳良次郎氏 (29)参照。
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蓄積論の成立を妨げている要因は他にもあ

る。『要綱』では，のちの『資本論』第 II部

および第III部に属する個々の諸篇は，予備的

な草稿の形で存在しているにすぎなかったため

に，資本の流通過程による媒介運動と剰余価値

の特殊形態への分割とを捨象して，蓄積の問題

を「直接的生産過程」のー契機として考察する

とし寸視角も未だ確立していなかったのであ

る。 したがって， r資本一般」の枠内における
資本蓄積の論理は，以下にみるようにまことに

不充分なものであった。

『要綱』では，蓄積論が生産過程論独自の問

題領域として未だ自立化していなかったため

に， それは「第二篇資本の流通過程J(編者の

つけた表題)の中で説かれている。すなわち，

『要綱』蓄積論は， のちの『資本論』のよう

に，生産過程における考察と流通過程における

考察とに明確に区別されておらず，両者は未整

理のまま「資本の流通過程」という項目の下で

論じられているのである。最初に『要綱』の当

該箇所7)を概観しておくことにしたし、。 この部

分は， r私自身のノートへの心覚えJ((3) S. 
951) で指摘しているように， 剰余価値の資本

への再転化を論じている前半部分と，領有法則

転回論を説く後半部分に分けることができる。

前半部分の主要論点は以下に示す通りである。

剰余生産物は剰余労働の所産であるので，剰

余生産物が資本として自己増殖するために再転

化される生産の諸条件(生産手段と労働者の生

活手段)もまた剰余労働の所産に他ならなL、。

したがって，生産の諸条件つまり「外的な諸前

提J((3) S. 354) は， r労働能力自身の生産物
および結果として措定J((3) S. 355) される

ことになる。いいかえれば， r労働能力」の生
産物が「労働能力自身から独立して，むしろそ

れを支配するJ((3) S. 357) 力として現われ，

生きた「労働能力」とその実現条件の聞の「分

離・分裂J((3) S. 356) が労働それ自身によ

の(3)S. 354-362. なお， w要綱』蓄積論の理解は
多くの点で鈴木和雄氏 (32)に依拠している。

って再生産されるのである。だが，それは資本

・賃労働関係の単なる再生産ではなし、。労働者

は剰余労働を生みだす限りにおいて労働元本を

獲得することができるだけであり，また，生み

だされた剰余価値は新たな価値増殖の客体的条

件となる。それ故に， r富の客体的世界」は「労

働自身を通じて，労働とは無縁な権力として，

労働に対立して累進的にひろがって」いき，

「生きた労働能力の窮迫した主体」とは「し、よ

いよきわだった対照J((3) S. 359) をなすよ

うになる。一方，本源的資本についていえば，

可変資本部分は「労働自身によって再生産さ

れJ，また，不変資本部分は「生産過程で生きた

労働それ自身によって維持されJる。したがっ

て，本源的資本の総額は「生きた労働を通じて

生産過程のなかで初めて措定され」る (ebenda)，

というのである。

みられるように，前半部分では，①剰余資本

は剰余労働の所産であり，本源的資本も生きた

労働によって初めて措定されること，②資本・

賃労働関係それ自体が労働によって再生産され

ること，③しかも単なる関係の再生産ではな

く，富と貧困の累進的な再生産であることが明

らかにされている。この前半部分の後に続くの

が領有法則転回論である。次にその内容をみて

みよう。

最初に，剰余資本 Iと剰余資本 IIの出自を

比較して次のように述べている。剰余資本 Iの

形成のための前提条件は，資本家の労働に基づ

くものと想定された本源的資本で、あるのに対し

て，剰余資本 IIの前提条件は， 他人の「不払

労働」が対象化された剰余資本Iの存在以外の

何ものでもなし、。 したがって， r他人の労働の

過去の領有が，いまや他人の労働の新たな領有

のための単純な条件として現われるJ((3) S. 

361)。このように資本の本性が暴露されるなら

ば， r他人の労働」による新たな「他人の労働」
の継続的領有の結果，資本は，一方では，ます

ます大量に「他人の労働を等価なしにわがもの

と」し， r他方では主体的な， 無産の， 窮迫の
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状態にある生きた労働能力をたえず新たに生き 転回論と一体となって展開され，しかも，それ

た労働能力として生みだすJ(ebenda)ことにな によって総括されている，ということができる

る。このような資本の領有様式の立場から，剰 であろう。とはいえ，前半部分においてすで

余資本Iの創造が立脚していたところの「等価 に，資本の内実の暴露，資本関係の再生産，そ

交換」と，その法的表現である「自己の生産物 れに蓄積が労働者階級に及ぼす影響の解明等，

の所有権とその自由な処分権J (ebenda) とを 蓄積論の基本的内容がほとんど全て展開されて

回顧するならば， r弁証法的な転回が起こる」 いるということは，蓄積論が必らずしも領有法

(ebenda) として次の三つの規定をあげている。 則転回論に依拠せずに展開できることを示すも

すなわち， 所有権の内容の転回， r等価交換」 のである。また，領有法則転回論の論理が，前

の仮象化，所有と労働の分離がそれである。最 半部分の理論的内容に依拠していることを根拠

後に， r会まL告白ら由長毛ふ占企の再生産と に，論理のウェイトは前半部分にある，という

こともできょう。そして，これらの点は，のち
新たな生産が，生産過程と価値増殖過程の結果

に明らかにするように，蓄積論が確立してくる
として現われるJ((3) S. 362)， と述べて，資

本・賃労働関係が再生産されることを指摘して にしたがって次第に顕在化してくることにもな

いる。 る。だが，領有法則転回論は，剰余価値論と並

んで， w要綱』を貫く最も重要な命題であった
このように，後半部分では，ブルジョア的所

こと，さらには『要綱』蓄積論における領有法
有観念批判とともに，①「他人の労働」による

則転回論は，単なるブルジョア的所有観念批判
新たな「他人の労働」の継続的領有として資本

に留まらず，資本の本性，資本関係の再生産，
の本性が，②その結果，資本の蓄積の対極には

それに労働者階級の窮乏化を解明する理論，い
「無産の，窮迫の状態にある労働能力」が絶え

いかえれば資本概念そのものを明らかにする理
ず生みだされるとして，蓄積の労働者階級に及

論でもあることを考慮に入れるならば，むしろ
ぼす影響が，そして，③その過程で，資本・賃

領有法則転回論と一体となって解明され， しか
労働関係もまた再生産されることが明らかにさ

れている。

以上が『要綱』蓄積論の前半および後半部分

の基本的な内容である。それでは，いったし、両

者は如何なる関係にあるのであろうか。という

のは，マルクス自身指示しているように，確か

に当該箇所は二つの部分に分割できるのである

が，両者は基本的な内容においてほとんど一致

しているからである。だが，単に内容的に重複

しているという訳ではなし、。領有法則転回論の

論理の出発点である，剰余資本 Iと剰余資本 II

の出自の比較が，前半部分における剰余資本の

内実の暴露に依拠していることからも明らかな

ように，後半部分では，前半部分で経済的内容

に即して明らかにされた資本概念そのものを，

プルジョア的所有観念を批判すベく，所有関係

とL、う新たな視点から再論しているのである。

したがって， w要綱』では， 蓄積論が領有法則

もそれによって総括されている点にこそ， w要

綱』蓄積論の最大の特徴があるとみるべきであ

ろう 8)0 ¥， 、L、かえれば r資本一般」というプ
ラン上の制約によって蓄積論の成立が大きく妨

げられているにもかかわらず， w要綱』では，

『資本論』現行版第 I部第7篇で論じられてい

る主な内容が，著しく簡単にではあるが，領有

法則転回論と結びつけて説かれているのであ

る930

8)大津定美氏は， 1剰余価値論の一環として論じら
れ，いまだ蓄積論の一環としては取扱われなかっ
たのが， w要綱』での転回論でるるJ((31]101頁〉
と述べているが， w要綱』における領有法則転回
論は，むしろ「蓄積論の一環として」論じられて
いるのである。
9) W要綱』では， この後に本源的蓄積論が続くが，
蓄積論の成立と本源的蓄積論との関連について
は，佐藤金三郎氏の「三段階」説 ((23J53頁以
下〉を参照されたい。氏は， 1(1)原蓄論のなか
に蓄積論が包摂され，したがって蓄積論がまだ自



96 (96) 経済学研究 34-1 

『要綱』蓄積論が以上のように整理されるな

らば，課題の性質上ここで特に注目すべきは，

『要綱』蓄積論では，蓄積が労働者階級に及ぼ

す影響も領有法則転回論と一体となって解明さ

れている点である。すなわち，すでに明らかに

したように， 後半部分では， i他人の労働」に

よる新たな「他人の労働」の継続的領有の結

果，その対極には「無産の窮迫の状態にある労

働能力」が絶えず生みだされる，というよう

に，前半部分で明らかにされた内容が領有法則

転回論の一環として再論されているのである。

したがって， ~要綱』では， 蓄積の進行が労働

者階級に如何なる影響を及ぼすかという課題

は，草稿『労賃』より引き継がれるものの，そ

れは，草稿『労賃』におけるように，資本の有

機的構成概念に基づいて「一般的法則」として

解明されるのではなく，当時の「資本一般」の

枠内で領有法則転回論と一体となって考察され

ている，ということができょう。

それでは， ~要綱』では相対的過剰人口論が

どのように展開されているのであろうか。この

点について，マルクスは次のように指摘してい

る。

「資本によって必然的に措定される生産力の発展

は，必要労働に対する剰余労働の割合を増大させるこ

とに，あるいは，ある分量の剰余労働に必要とされる

必要労働の部分を減少させることにあるから，ある一

定分量の労働能力が与えられているならば，資本によ

って使用される必要労働の割合は必然的に絶えず減少

するに違いない。すなわち，これらの労働能力の一部

は必然的に絶えず過剰となるに違いない。 というの

は，以前には，これらの労働能力のすべての分量が必

立化していない1857-58年の『要綱』段階， (2) 

蓄積論が原蓄論と区別されて，独自の問題領域と
して提起されてきた1861-63年の『剰余価値学説

史』段階， (3)蓄積論が「資本主義的蓄積の一般
的法則」論を中心に完成するとともに， Ir要綱』
段階とくらべて，蓄積論と原蓄論との比重が後者
の優位から前者のそれへといわば逆転オるように
なった1863-67年の『資本論』段階J(ロ5J195 

頁〉の三段階に分けて蓄積論の成立過程を追跡し
ている。ただし，最後の「逆転」については，第

31回経済理論学会(日本福祉大学〉における報告
て官T正している。

要であったところの剰余労働の分量を遂行するのに，

それらの分量の一部でたりるからである。だから，労

働能力のうちの一定部分を過剰なものとして，すなわ

ち，彼らの再生産に必要とされる労働を過剰なものと

して措定するのは，必要労働に比べての剰余労働の増

大の必然的結果である。相対的に必要な労働の減少

が，相対的に過剰な労働能力の増加としてーーすなわ

ち，過剰人口の措定として一一現われるのである」

((3J S. 503)。

みられるように，ここでは相対的剰余価値論

の論理を人口論に直接適用して，必要労働と剰

余労働の関係から相対的過剰人口の形成を導き

出しているのである。すなわち，一般に，労働

日の長さと労働の強度が一定であるならば，生

産される剰余価値量は就業労働者数と労働生産

力によって決定される。したがって，労働生産

力が上昇するならば，一定の剰余価値を生産す

るのに必要な就業労働者数は必然的に減少し，

その一部は絶えず過剰となる，というのであ

る。だが， ~要綱』における， 相対的過剰人口

形成のこのような論証は決して成功していると

はいえなし、。というのは，マルクスは次のよう

に全く逆の傾向についても言及しているからで

ある。

「資本は，対象化された労働を生きた労働と交換す

るとき，ますます多くの労働日と一度に交換を行なう

ことができればできるほど，一度になされる資本の価

値犠殖はいよいよもって大きなものとなる。資本は，

生産諸力のある与えられた発展段階では，……(中略〕

……より多くの同時的労働日を空間的に追加すること

によってのみ，個人の生きた労働日が形づくる自然的

限界をとびこえることができるJ((3J S. 303)。

つまり，労働生産力と労働日の長さ，それに

労働の強度が一定の場合には，剰余価値は「同

時的労働日J=就業労働者数の増加によっての

み増大することができるので，この場合には

「人間の労働を無制限にかりたてるJ(ebenda) 

ことになる，というのである。したがって，

『要綱』では，相対的過剰人口の形成，つまり

排除の側面は相対的剰余価値の生産に伴う必要

労働の減少から，一方，吸収の側面は「同時的

労働日」の増大，すなわち絶対的剰余価値の生
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産から直接導き出されている，ということがで

きるであろう。だが，資本による剰余価値の生

産は，絶対的剰余価値の生産であると同時に相

対的剰余価値の生産である。 とすれば， r労働
人口を増加させることは，労働人口の一部を絶

えず剰余人口…ーとして生みだすことと同様に

資本の傾向J((3) S. 302-303) となり， ここ

から直ちに相対的過剰人口の形成を一方的に帰

結することは不可能である。この点についてマ

ルクスは次のように述べているσ

「資本は絶えず自己主と剰余資本として再生産するか

ら，資本はこうした窮民層を措定しようとする傾向ば

かりでなく，これを止揚しようとする傾向をももって

いる。それは対立的方向で作用し，時の経過とともに

ある時には前者が，またある時には後者が優勢とな

るo ……(中略).....以上のいっさいの考察では，わ

ざとまだ売行きの変動，市場の収縮等，要するに多く

の諸資本の過程を前提とするいっさいの事柄が全く捨

象されているJ((3) S. 504-505)。

みられるように，ここでは二つの傾向の具体

的な発現を産業循環と結びつけて説こうとして

いるようである 10)。けれども，留保文言からう

かがえるように，それが具体的にどのように発

現するかについては r資本一般」の圏外に属
すべき問題として意識的に言及を避けている。

したがって， ~要綱』では， 相対的過剰人口論

が，蓄積の契機を捨象して，剰余価値論との密

接な対応のもとに説かれているものの，結局は

問題を「資本一般」の背後に横たわる産業循環

論に解消してしまっている，といってよL、。

以上が『要綱』における窮乏化論と相対的過

剰人口論の基本的内容である。それでは， ~要

綱』のこのような論理構成には如何なる意義と

限界が存在しているのであろうか。すでにみた

ように， 草稿『労賃』においてみられた原型

「一般的法則」が， r資本一般」の圏外に属す
べき問題として『要綱』の対象範囲から排除さ

れていたために， ~要綱』では， 窮乏化論も相

対的過剰人口論も， 「資本一般」の範囲内で資

10)ノート VIIでも「矛盾する諸規定が時間的に交
替して出てくるJ(C3) S. 656)と述べている。

本・賃労働の本質的関係そのものから説かれて

いるのである。この意味で， ~要綱』では，草稿

『労賃』においてみられた競争論的=現象論的

認識から本質論的=構造論的認識への下向=深

化の過程が，さらに徹底的に押し進められ，ま

さにその極限にまで到達している，ということ

ができるであろう。だが，構造論的認識を徹底

すべく，蓄積の契機を捨象して，剰余価値論と

の密接な関連のもとに説かれている相対的過剰

人口論も，結局は産業循環論に解消されている

ように，構造論的認識には再び現象論的認識が

混在してくるのである。したがって，蓄積が労

働者階級に如何なる影響を及ぼすかとL、う課題

の構造論的な解明はまだ未解決のままである。

それだけではなし、。のちの『資本論』からみる

ならば， r一般的法則」と相対的過剰人口論，そ
れに窮乏化論の三者が直接かつ有機的に関連す

ることなく，いわばバラバラに説かれていると

いわざるをえず，構造論的アプローチが深化・

徹底したとはし、え，体系構成上はまことに不十

分なものでしかなかったので、ある。「一般的法

則」が「資本一般」に包摂されることによっ

て，三者が「資本一般」という同じ枠組の中で

展開されるのは，続く 1861-63年草稿『経済学

批判』においてである。

III. 1861-63年草稿『経済学批判』

1861年8月から 63年7月までの約2年間

に，全部で23冊のノートに書き綴られた草稿

『経済学批判~ (以下 n861-63年草稿』 と略

称)は， ~要綱』の論理体系から『資本論』の

それへと飛躍する正にスプリングボードをなし

ており，蓄積論を考察する上できわめて重要な

位置を占めている。そこでは，生産価格，平均

利潤，利潤率低下の法則，商業資本，絶対地代

と差額地代等の諸問題が考察されているのみな

らず，地代論の完成とスミスの rV+Mのドグ

マ」批判，それにケネーの経済表の検討を通じ

てマルクス自身の経済表が模索されているよう

に，この時期に『資本論』の第 II部および第
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III部， とりわけ後者に属する諸問題が著しい

理論上の新展開をみたために，それによって逆

に蓄積論を「直接的生産過程」のー契機として

抽象的に考察する視角もまた浮き彫りになって

きたのである。 しかも， ~要綱』では， すでに

多くの示唆や言及がなされているにもかかわら

ず，基本的には「資本一般」の圏外に疎外され

ていた上記の諸問題が， D861-63年草稿』にお

いて積極的に論究されているということは，こ

の時期に「資本一般」の外延的拡大と内包的拡

充がはかられたことを意味するものであり，こ

れに伴って蓄積論の内容も大きく変ってくるこ

とになる。蓄積論に直接関連する叙述は， 23冊

のノート全体にわたって散在し，かっその内容

も多岐にわたっているが，ここでは課題にした

がって，資本の有機的構成概念と「一般的法

則J，それに領有法則転回論に直接関連する箇

所だけを，行論に必要な限りにおいて取り上げ

ることVこし7こし、1130

ところで，マルクスは，のちの『賃金・価格

・利潤.lI(1865年)で， rこの法則〔蓄積が進む

につれて，資本の有機的構成に累進的な変化が

起こること〕は，パートン， リカードウ，シス

モンディ， リチヤード・ジョーンズ教授，ラム

ジ教授，シェルピュリエその他の人々によっ

て，すでに多かれ少なかれ正確に述べられてい

るJ ((10) S. 151)， と指摘しているように，

U861-63年草稿』では， 主にこれらの経済学

者たちの資本の有機的構成概念およびその高度

化の理論を検討して，そこに共通して存在して

いる問題点を別出している。すなわち，これら

11) n861-63年草稿』の中で， これらの問題に直接
言及している主な箇所は以下に示す通りである。
①ノート XIIにおける資本の有機的構成概念の
検討。②ノート XIIIの「リカードウ雑論J，特
に「機械」の箇所。③ノート XVの「経済学者
たちに対する反対論」。④ノート XVIIIにおけ
る資本の有機的構成概念の再検討。⑤ノート XX
の「機械による労働の代替」の箇所。⑥ノート
XXIIの「剰余価値の資本への再転化」の部分。
なお， n861-63年草稿』の蓄積論の全体像につ
いては，さしあたり原伸子氏C41J(42Jを参照さ
れたい。

の経済学者たちは，資本主義的生産の発展につ

れて，機械や原料に投下される資本部分は増大

し，労賃に投下される部分は減少する，という

認識を示しながらも，不変資本および可変資

本， したがってまた資本の有機的構成概念を正

しく把握できなかったために， r法則」を徹底
的に解明することができなかったのである 12h

マルクスは，このように諸説を批判しながら，

草稿『労賃』および『要綱』で展開した資本の

有機的構成概念に再検討を加えている。次にそ

の内容をみてみよう。

①資本の有機的構成

資本の有機的構成概念に関する叙述は，主に

「剰余価値に関する諸学説」の箇所にみられる

が，それは，そこで展開されている平均利潤，

生産価格，地代等の諸理論が，直接・間接この

概念に依拠しているにもかかわらず，この概念

自体は未だ生成の途上にあることに由来してい

る。したがって，この草稿でみられる，資本の

有機的構成概念に関する数多くの叙述に必らず

しも理論的一貫性がある訳ではない。

まずノート XIIで，マルクスは， r資本の有
機的構成について考察する……第 1の観点」と

して， r充用される不変資本の量に比べて， 充
用されなければならない生きている労働の量を

減らしたり増やしたりするような生産方法の変

化J((5) S. 912-9l3) をあげ， これにはさら

に「第2の観点J，すなわち「資本の諸要素の

価値の変動ということが加わってくるJ((5) S. 

913) ， と述べている。 ここでし、う 「第 1の観

点」とは， r充用される直接的労働と蓄積され
た労働との割合」のことであり，マルクスはこ

れを「資本の素材的構成J ((5) S. 922) また

は「資本の技術学的構成J((5) S. 1078) とも

呼んでいる。したがって， r第 1の観点」とは，
のちの資本の技術的構成の観点に他ならない。

一方， r第2の観点」とは， r蓄積された労働と

12)詳しくは，久留間鮫造氏他(33J，蜂原良一氏(34J
を参照されたい。
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直接的労働との価値比率J((5) S. 915)のこと

であり，これは，のちの資本の価値構成に当た

るものである。したがって，ここでマルクス

が，資本の有機的構成を考察するに際して，技

術的構成と価値構成を実質的に区別していると

いうことは明らかである。だが， 1資本の諸成

分を物質的に使用価値としてみるかぎりで，資

本の有機的構成が同じままであるならば……」

((5) S. 914-915)， とし、う表現からもうかが

えるように， ここではまだ，資本の有機的構成

と技術的構成をほとんど同一視しているようで

ある。さらに特徴的なことは，資本諸成分の価

値変動が資本の有機的構成に如何なる影響を及

ぼすかという問題を考察して， 1価値の変動は

一一それがただ不変資本だけに，またはただ可

変資本だけに作用する場合には，資本の有機的

構成の変化と同じように作用し，たとえ生産方

法が同じままであっても，資本の諸成分の価値

比率にそのような変化をひきおこすJ((5) S. 

922)，と述べている点である。この点につい

て， マノレクスは， 1資本の構成J((5) S. 914) 

が80C+20Vである 100の資本を例にとって

次のように説明している。

生産方法は同じままで，ただ不変資本の価値

だけが変わり， 80から 88に増加したとすれば，

生産をもとの規模で継続するためには， 88の

不変資本と 20の可変資本，合計 108の資本が

必要となる。これを以前と同じ 100の資本につ

13 
いて計算するならば， 1資本の構成」は8L:::C

27 

14 
+1827Vとなり，以前は80が機械や原料に，

20が労賃に向けられていたのに対して，今度

13 ， ，，~ _ ~14 
は8127が前者に，18i7が後者に割り当てられ
ることになる。 したがって， 1それは， ちょう

ど，不変資本の価値は同じままなのに，労働に

投ぜられる資本に比べて，この価値の変化のな

かった資本のより大きな量が(したがってまた

この資本のより大きな価値額が)充用されるよ

うな場合と同じ変化を，資本の構成にひきおこ

すJ ((5) S. 918)， というのである。要する

に，ここでは，資本の有機的構成と技術的構成

を同一視した上で，資本諸要素の価値変動によ

って生ずる「価値比率」の変動も，その結果を

みる限り，生産方法=技術的構成の変化だけに

よって生じる「価値比率」の変化と同じである

ことを根拠に，価値の変動は技術的構成=有機

的構成の変化と「同じように作用するJ， とい

うのである。

だが，他方で、マルクスは，生産方法の変化に

よって不変資本の量が増加しでも，その価値が

下がるならば，すなわち「一方の変化が他方の

変化を相殺する」場合には， 1有機的構成には

全く変動は起こらないであろうJ((5) S. 1008 

1009)，と述べているように， 1価値比率」その

ものをも資本の有機的構成とみなしているよう

である。

このように， ノート XIIでは， 資本の有機

的構成の変化ということが，生産方法の変化を

指しているのか，あるいは「価値比率」の変化

を指しているのか，必らずしも明らかではな

い。だが，いずれにしても「資本の有機的構成

に対する価値の変動の影響J((5) S. 940)に考

察のウエイトが置かれ，後者は前者に影響を及

ぼす場合がある，と論定していることは確かで

ある。

ところで， マルクスは， ノート XVIIIで

は，以下にみるように， これとは若干異なる規

定を与えている。

「生産資本のいろいろな要素のあいだの割合は二重

に規定されている。一一第ーに，生産資本の有機的構

成。われわれはこれを技術学的構成の意味に解する。

与えられた労働の生産力……のもとで、は，それぞれの

生産部面において，一定量の生きている労働〔支払お

よび不払〉つまり可変資本の素材的諸要素に対応する

原料や労働手段の量，つまり素材的諸要素からみた不

変資本の量は，一定している」江7)S. 1822)。

「しかし，第二に，諸資本の有機的構成もそれらの

有機的構成の相違から生ずる相違も与えられたものと

して前提すれば，価値比率は，技術学的構成が同じま

まであっても，変動することがありうる。起こりうる
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変化は， (a)不変資本の価値における変化， (b)可変

資本の価値における変化， (c)同じ割合かまたは違

った割合かでの，これらの両方における変化である」

(ebenda)。

みられるように，ノート XVIIIでは， ノー

トXIIと同じように， のちの技術的構成およ

び価値構成に当たるものを，それぞれ「技術学

的構成」および「価値比率」と呼んで区別し，

また，資本諸要素の価値変動にも言及してい

る。だが，ノート XIIでは専ら「資本の有機

的構成に対する価値の変動の影響」が問題にさ

れていたのに対して，ノート XVIIIでは， 1技

術学的構成が同じままであっても，価値比率は

変動することがありうる」ことを，し、くつかの

場合に分けて例解しているにすぎなし、。しか

も，マルクスは，両者の関連について，もし資

本諸要素の価値変動が「一時的でないならば，

それは常に，不変資本または可変資本の諸要素

を供給する諸部面における有機的(=技術的〕

変化によるものでなければならな L、j ((7) S. 

1825)， と述べているのである。 したがって，

ノート XIIでは，一方でト， 生産方法の変化=

技術的構成の変化を資本の有機的構成の変化と

同一視し，他方で，資本諸要素の価値変動によ

って生じる「価値比率」の変化をも，事実上，

資本の有機的構成の変化とみなしていたのに対

して，ノート XVIIIでは，資本の有機的構成

を一面的に技術的構成の意味に解してはいるも

のの，生産方法の変化によって変わる「技術学

的構成」の変化と，資本諸要素の価値変動によ

って変わる「価値比率」の変化とを厳密に区別

している，ということができるであろう。

以上のように， n861-63年草稿』には， 内

容が微妙に異なる，いくつかの有機的構成概念

が存在しているのであるが，これを『要綱』の

有機的構成概念と比較するならば， この時期

に，のちの技術的構成および価値構成に当たる

ものが実質的に区別され，かつ資本の有機的構

成なる用語が初めて使用されている 13)点に理論

13)この用語の初出箇所はじ5)S. 828である。内田

的な前進をみることができる。だが， w資本論』

現行版のそれと比べてみるならば，第1に，両

構成部分がそれぞれ「技術学的構成j，1価値比

率」と呼ばれているように，現行版の名称とは

兵なっていること凶，第2に，有機的構成と

「技術学的構成j， または有機的構成と「価値

比率」の区別が必らずしも明確でないこと，第

3に，生産方法の変化に基づかない， 資本諸要

素の単なる価値変動をも考慮に入れているこ

と，そして第4に，他の箇所では生産力の上昇

に基づく 「機械の相対的低廉化j((4) S. 491) 

に言及しているにもかかわらず， 1技術学的構

成」と「価値比率」の真に有機的な関連が未だ

みいだされていないこと，以上の4点において

問題を残しているといわざるをえず， したがっ

て， n861-63年草稿』で資本の有機的構成概念

が完成したとはとうてし、L、えないであろう。

②「機械による労働の代替」

「一般的法則」の成立をみていく上で，資本

の有機的構成概念の成立と並んで重要なのが，

機械論の執筆である。マルクスは， n861-63年

草稿』のノート V，XIX， XXてや機械に関する

考察を精力的に行なっているが，それは，機械

論の最初の包括的な草稿であるという点で内容

的にきわめて重要であるばかりでなく，体系構

成上に占める位置の点でも『要綱』とはきわだ

った相違をみせている。すなわち， w要綱』で

は，機械の資本主義的な充用が労働者階級に及

ぼす影響(主客の転倒，労働者の解雇，労働日

の延長)と， 機械導入の超歴史的な意義 (1労

働解放の条件j ((3)S. 589) が断片的に述べ

弘氏 (35)95頁参照。 また，書簡では， 1"1862年
8月2日付ェγゲノレス宛のマルクスの手紙」にみ
いだされる。
14)安部隆一氏は， I"W学説史』には一一われわれに見
落しなしと保証しえないが一一資本の技術的構成
および資本の価値構成という表現はみあたらな

L 、J((36) 266頁〉と述べているが， 1"技術学的構
成」および「価値比率」なる用語は用いられてい
る。これは，安部氏が，当該箇所の削除されてい
るカウツキー版『剰余価値学説史』に依拠したた
めと思われる。
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られているにすぎず，しかも，それらの叙述

は， 1第 1篇資本の生産過程」にではなく， 1第

2篇資本の流通過程」と「第3篇果実をもたら

すものとしての資本」に散在しているのであ

る。 ところが， 11859年(または 1861年) プ

ラン草案」では， 11資本の生産過程」の 13)

相対的剰余価値」の箇所に la)多人数の協業o

s)分業。 r)機械装置J((3) S. 972) という

新たな細目が設けられ，機械論を，そこで，相

対的剰余価値論の一環として包括的に展開する

構想が示されているのである。このような構想

は， 1863 年 1 月に書かれた I~資本論』第 1 部

または第 1篇のプラ γJ ((7) S. 1861-1862) 

にも受け継がれ，以後定着をみることになる。

ところで， n861-63年草稿』 の機械論は，

『資本論』の機械論のほとんど全ての内容を含

んでいるが， 1一般的法則」 との関連でとりわ

け重要なのがノート xxの「機械による労働
の代替」の箇所である。マルクスは，その中に

「蓄積」という小項目を設け，可変資本部分の

相対的減少について次のように述べている。

「生産諸カの増大は一一資本の総価値が同じままで

あれば，あるいは，所与の大きさのー資本をとってみ

れば，一ー資本の不変部分が，可変部分に比べて，す

なわち，生きた労働に前貸される，つまり労賃フォシ

ドを形成する資本部分に比べて不断に増加するという

ことを前提にしている。それは同時に，より少ない分

量の労働がより大きな分量の資本を稼動するというか

たちで、現われるJ([8J S. 2044)。

そして，労働の生産諸力の発展は以下の二つ

のことを伴う，という。

¥(1)資本の集積，すなわち，個々の資本家の手中

に存在しなければならない価値量の絶対的増大。とい

うのは，大規模な労働が前提されているからである。

したがって，個々の資本家の所有として現われる資本

の総量の増大。したがって，この量は個々人の手中で

集積されなければならない。

(2)絶対的な資本量が，個々の資本家の手中で増大

し，社会的な規模を獲得するあいだに，他方では，諸

資本の構成に一つの変化が生じる。可変資本は不変資

本に比べて相対的に減少し，総資本中の累進的に減少

する構成要素となるJ([8J S. 2044-2045)。

つまりこうである。労働の生産性が上昇する

ということは，可変資本に対して不変資本が相

対的に増加するということのうちに現われる。

その過程で次第に増加してくる最低必要資本量

は，個々の資本家の手中における資本の集積に

よってまかなわれなければならなし、。しかも，

その聞に「諸資本の構成」が高度化するため

に，可変資本は不変資本に比べて累進的に減少

する，というのである。

このように，r186ト63年草稿』では機械論の

中で， 1生産諸力の発達， したがって資本主義

的生産の発展に伴って，可変資本の比率，すな

わち労賃に前貸された資本の比率が，不変資本

に対して縮小することから総資本に対して縮小

するという法則J((8) S. 2038)が明らかにさ

れているのであるが， 1このことは， 資本主義

的生産の特徴から諸結果を導き出すもっとあと

の節 δ15)において総括すべきではないか，それ

は問題だJ ((8) S. 2045)， と指摘しているよ

うに，マノレクス自身これらの内容をどこで展開

すべきか未だ決めかねていたようである。

ところで，同じ「機械による労働の代替」の

箇所には，これ以外にも抽象レベルの異なるい

くつかの人口論が記されている。例えば， ~要

綱』と同じように，相対的過剰人口の吸収およ

び排除を必要労働と剰余労働の関係から直接導

き出している箇所もあれば，以下にみるよう

に，同じ問題を具体的な機械の問題として論じ

ている箇所もある。マルクスはいう。

「機械の傾向が，一方では，労働者を絶えず放逐す

ること・…ーであるとすれば，他方では，労働者を絶え

ず吸収することである。なぜなら，ひとたび生産力発

展の一定の段階が与えられたならば，剰余価値の増大

はただ同時に雇用される労働者の増加によってのみ可

能となるからである。このような吸収と排除が特徴で

あり，だからつまるところは労働者の生存の絶えざる

動揺が特徴なのである」 ([8JS. 2057)。

15)ロシア語版の当該箇所には次のような注解が付さ
れている。「おそらくマルクスは， ~資本の生産過
程』に関する篇の最後の諸章の一章をなすはずの
『生産過程の結果』という部分をさしているもの
と思われるJ([9J CTp 626)。
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「機械に基づく作業場は，かつて必要であった労働

者を絶えず突きはなし，その突きはなしたものたち

を，ふたたび機械自身によって生みだされる職務に引

きょせる。たとえば 50人の労働者のうち必人が突

きはなされるとき，いまやこの新しい生産段階の基礎

上では.40人の労働者が再び吸収されることの妨げ

となるものはなにもないJ((町 S.2058)。

みられるように， ここでは. ~要綱』におい

て剰余価値生産の二様式として問題にされてい

た相対的過剰人口論が，具体的な機械の二つの

傾向として捉え直されている。だが，マルクス

は，ここ(ノート XX)では，これ以上この問

題に立ち入ることを避けている。というのは，

「この点に関してより詳細に考察するためには

可変資本と不変資本との関係に立ち入らなけれ

ばならないが，それはここでは論じられない」

(ebenda)からであり，同様に. [""この問題は，

ここではまだ〔考察〕できない，資本の現実的

な運動に関する諸研究を前提するからである」

((8) S. 2059) 1め。

以上のように， ノート XXの「機械による

労働の代替」の箇所では，抽象レベルの異なる

いくつかの人口論が未整理のまま，しかも留保

文言付で展開されているのであるが，このこと

は，相対的過剰人口論をどこでどのように説く

べきか未だ迷っていたことを示している。けれ

ども，生産力の発達に伴って，不変資本部分に

対する可変資本部分の割合が相対的に減少する

という法則も，過剰人口の吸収・排除の問題

も. ~要綱』では「資本一般」の圏外に委ねら

れていたことを考慮に入れるならば. n861-63 

年草稿』のノート XXで， 留保文言が付され

ているとはいえ，これらの問題の考察に多くの

紙幅が費やされているということは，蓄積論，

とりわけ蓄積の進行が労働者階級に如何なる影

響を及ぼすかとし、う問題を構造論的に解明する

16)マルクスは，以上の人口論以外にも.1"労働の生産
諸力の増大は，それが労働能力を減価させる限り

ではJ.1"所与の大きさのある可変資本が同時に
雇うことのできる労働者の量を増やすJ((8) S. 
2日37)とし、う新たな人口論を展開している。この
点については原伸子氏自1)を参照されたい。

ためには，当初「資本一般」の圏外に疎外され

ていた諸契機を導入する必要性があることをマ

ルクス自身認識し始めたことを示すものであ

る17)。し巾、かえれば，そうした必要性を認めつ

つも，それをどこでどのように展開すべきか未

だ決めかねていたのがノート XXの段階であ
る，といえよう。

「機械による労働の代替」の箇所を以上のよ

うに整理した上で，あらかじめ『資本論』の機

械論との関連をみておくならば，次のようにな

る。周知のように. ~資本論』現行版第 4篇の

機械論でも. [""われわれの理論的叙述そのもの

がまだ到達していない純粋に事実的な関係にも

ある程度ふれておくことにするj((17) S.474) 

と述べた上で，機械の資本主義的充用に伴う資

本と賃労働の現実的な対立関係について言及し

ているように，機械論草稿の上記の叙述は，さ

らなる理論的彫琢を受けて，のちに『資本論』

第 I部第4篇第 13章「機械装置と大工業」の

各節，なかでも第5節「労働者と機械との闘

争j. 第 6節「機械装置によって駆逐された労

働者にかんする補償説j. それに第7節「機械

経営の発達に伴う労働者の反発と吸引，綿業恐

慌」 として結実することになる。 しかも， の

ちの『資本論』では，第4篇の機械論が第7篇

の蓄積論と密接な対応関係にあるように18)

n861-63年草稿』でも，ノート XXの「機械

による労働者の代替」において言及されながら

も留保されていた諸問題が，続くノート XXII

で「可変資本と不変資本との関係に立ち入」っ

て，したがって資本の有機的構成概念に依拠し

て再考されているのである。次にノート XXII

をみてみよう。

17)マルクスは.1"労働の圏外」におかれた人々 が「就
業者の賃金を押し下げJる結果. 1"労働の価務の
価値以下への下落」が生じる，と述べているが，
「労働の価格の価値以下への下落」の問題は「労
賃の学説に属する事柄であるJ((8J S. 2052)と
して，これ以上の言及を避けている。
18)機械論の成立と蓄積論の成立の対応関係について
は， さしあたり玉垣良典氏自のを参照された
し、。
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③「一般的法則」

nS61-63年草稿』の中で資本蓄積論が最も

包括的に展開されているのは，ノート XXIIの

r4) 剰余価値の資本への再転化」の箇所であ

る。この部分はさらに「α)剰余価値の資本へ

の再転化」と，同じ項目の中の「再生産」に分

かれ，前者では資本の有機的構成概念を理論的

武器として「一般的法則」が，後者では領有法

則転回論とマルクス自身の経済表が主に説かれ

ている。両者の検討に入る前に，まず以下の点

に注目しなければならなし、。すなわち， nS61-

63年草稿』では，のちの『資本論』第 II部お

よび第 III部に属する諸問題が著しい理論上の

新展開をみたために，蓄積論を「直接的生産過

程」のー契機として抽象的に考察する方向が定

まった，と先に述べたが，ノート XXIIで、は，

このことを裏付ける叙述が随所にみられる，と

いうことである。例えば，マルクスは次のよう

に述べている。

仔開①>1"生産物は販売されて再び貨幣に転化され

ていると仮定しよう。この過程のより詳細な考察は流

通過程に関する次の篇に属する。このことは，われわ

れの当面している考察にとって前提されている」江田

S. 2214-2215)。

く引用②>1"生産が同じ規模で、新たに始められるとす

るならば，可変資本および不変資本を表わす生産物部

分は，それが最初にもっていた使用価値の形態に再転

化されなければならない。(こうしたことは全て次の

篇でより詳細に C考察されるJ)J((8J S. 2243)。

仔開③>1"剰余価値のこの特殊な形態一一利子一一

この名称は事態を何ら変えるものではない。そして，剰

余価値一般を考察しているここでは，もちろんこの特

殊な形態を取り扱うことはできない」江町 S.2220)。

くヲ!用①〉とく引用②〉から明らかなよう

に， ここでは W'-σ・G-Wく5の実現過
"~m 

程が淀みなく進行することが前提されており，

それのより詳細な考察は流通過程に関する次の

篇に委ねられているのである。しかも<引用

③>においては，未だ利子形態だけしか問題に

されていないとはいえ，剰余価値の特殊諸形態

への分解が事実上捨象されていることを考慮に

入れるならば，この段階(ノート XXII)で，

流通の媒介運動と剰余価値の分割とを捨象し

て，蓄積の問題を「直接的生産過程」のー契機

として抽象的に考察する方向が定まった，とい

うことができるであろう。

続いてマルクスは，剰余資本および本源的資

本の内実の考察，諸資本の現実的運動の描写，

それにノート Iおよび IIで考察された労働過

程と価値増殖過程の再考を経て，本稿第 II章

で考察した『要綱』蓄積論の前半部分から引用

を行ない，次に資本の有機的構成の累進的高度

化の理論，つまりのちの「一般的法則」に当た

るものを展開している。

すなわち，マルクスは， rV+M のドグマ」

を批判すベく，追加資本はその全てが可変資本

に転化されるのではなく，一部は不変資本に転

化されることを強調し，資本の蓄積に伴って生

じる両者の比率の変化を，生産方法が不変の場

合と変化する場合に分けて考察している。

く①生産方法が不変の場合>1"生産方法が不変のまま

である限り，すなわち，生産諸力の発展に如何なる変

化も生じない限り，可変資本量は総資本量と同じ歩調

で増加することができる。例えば，同ーの生産力のも

とで，剰余資本の量が十分に大きくて，第1工場の隣

に第2工場を建設できるとすれば 2倍の大きさの資

本が，以前に半分の資本が使用していた労働の2倍の

労働を使用するであろう。対象化された労働に比べて

より多くの生きた労働を必要とする生産諸部門に資本

が投下されるとすれば，その場合にのみ，剰余資本の

より多くの部分が可変資本に転化されることができ

る。すなわち，投下された資本に比べて，より多くの

労働が使用されることができる。このことは特定の部

面に当てはまることができる」江町 S.2240-2241)。

く②生産方法が変わる場合>1"だが，資本主義的生産

の発展に関していえば，……生産方法，労働の生産

性，したがってまた技術学的比率が変化する。……(中

略〕…剰余価値の資本への再転化とともに，剰余価

値の形成とともに発展する，労働生産性の増大は，正

に，不変資本と可変資本との比率が変わるということ

のうちに現われるJ([8J S. 2241)。

みられるように，マノレクスは，生産方法不変

の場合のいわゆる横の蓄積と，生産方法が変わ
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る場合の縦の蓄積を対比しているのであるが，

ここで特に注目すべきは前者の方である。すな

わち， IF要綱』では，生産方法不変の場合の蓄積

は，1"資本の生産様式がまだ資本に適合していな

い段階でか，それとも，例えば農業のように，

資本がまだ形式的にしか支配していないような

生産諸部面でだけ起こりうるj ((3) S. 634)，と

指摘していたのに対して，ここでは，横の蓄積

の例として「第1工場の隣に第2工場を建設す

る」場合をあげているように，マルクスは，横

の蓄積を，単に資本主義以前または資本主義の

初期に支配的な蓄積様式と考えているのみなら

ず，縦の蓄積と並ぶ，資本主義的蓄積様式のー

っとみなしているのである。したがって，ここ

では，資本の有機的構成不変の場合の横の蓄積

と，高度化する場合の縦の蓄積を，いいかえれ

ば，資本主義的蓄積の二様式を実質的に区別し

ている，ということができるであろう。しか

も，ここで問題にされているのは，生産力段階

が異なる二つの蓄積様式における可変資本と不

変資本の割合の変化である。とすれば， IF要綱』

で絶対的および相対的剰余価値生産論と一体と

なって展開されていた相対的過剰人口論が，こ

こでは資本蓄積の二様式の問題として明確に位

置付けられている，といってよL、。けれども，

横の蓄積すなわち「同ーの労働生産性のもと

での拡張という短い休止期聞を除外すれば」

((8) S. 2241) という挿入句からもうかがえる

ように，結局マルクスは，資本主義的生産様式

においては縦の蓄積が支配的になると考えて，

蓄積が進行するにしたがって「可変資本に比べ

ての不変資本の相対的および絶対的な増加が進

展」し (ebenda)， 1"この比率は3:1， 4: 1か

ら5:1，lO: 1等々に転化するj ((8) S.2242)， 

と論定しているのである。だが，マルクス自

身，可変資本は「総資本の増大に比べて絶えず

減少する比率で増加するj (ebenda)，と述べて

いるように，可変資本の相対的な減少はそれの

絶対的増加を決して排除するものではなく，資

本の有機的構成のこのような単純な高度化か

ら直接に過剰人口の形成を説くことは困難であ

る。したがって， 1F1861-63年草稿』の「一般的

法則」は，論証過程が『資本論』のそれに著し

く接近してはし、るものの，後者と比べるならば

論理の概略が与えられているにすぎず，窮乏化

法則を文字通り論証するためには，さらにいく

つかの媒介項が必要だったのである。

「α)剰余価値の資本への再転化」の前半部分

における，蓄積論に関する叙述は以上に留まる

ものではなし、。そこでは以下にみるように，蓄

積をめぐる諸資本の現実的競争戦についても言

及しているのである。すなわち，資本の増加に

イ半って，①資本は非資本主義的生産部面の征服

と②新たな生産部面の形成を行なうこと，そし

て③生産規模を拡大するために，同じ資本が同

じ生産部面に追加資本を投下するならば， 1"一

つの資本がより多くの労働者およびより多くの

生産手段を支配」するが故に「蓄積は集積とし

て現われるj ((8) S. 2223)， と述べたあとで，

蓄積をめぐる諸資本の現実的競争戦を次のよう

に描写している。

「蓄積は，資本の集積またはその吸引に対立して，

諸資本の相互の反発として現われる。この二つの対立

している形態が相互にどのように関連しているかとい

うことは， ここでは展開されない。そうしたことは，

諸資本の競争の考察に属している。それは自明のこと

だ。個々の資本蓄積は生産諸手段の一人の手における

集積である。だが，同時に，多くの言者資本の集積は，

特殊な過程としてのこの諸資本の分裂と対立してい

るJ(ebenda)。

ここで、は，留保文言が付されているとはいえ，

第一に， 1"個々の資本蓄積は生産諸手段の一人

の手における集積」であること， 第二に， 1"多

くの諸資本の集積は，特殊な過程としてのこの

諸資本の分裂と対立している」ことが明らかに

されている。ここで、いう「多くの諸資本の集積」

とは，のちの「諸資本の集中，または資本によ

る資本の吸引の諸法則j ((17) S. 654)のこと

であろう。とすれば，ここでは， 1"資本の蓄積j，

「資本の集積j，1"多くの諸資本の集積j =資本
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の集中を実質的に区別した上で19) 相互の関連

が展開されている，といってよし、。けれども，

これらの叙述は，資本の有機的構成の高度化を

説明する以前に与えられており，また内容的に

も，ここでは， I資本の集積」および「諸資本

の集積」に有機的構成の高度化を促進する役割

が与えられている訳で、はない。したがって，ノ

{ト XXIIでは， I資本の集積」および「諸資
本の集積」が， I直接的生産過程」のー契機と

しての蓄積論の構築にとって不可欠の要因であ

るという認識に到達しつつも，それを「一般的

法則」との関連でどのように展開すべきか決め

かねていた，ということができるであろう則。

④領有法則転回論

次に， Iα)剰余価値の資本への再転化」の後

半部分，すなわち「再生産」と題されていると

ころをみてみよう。そこでは，生産過程を，

「不断に更新される，連続しているj ((8) S. 

2247)過程として考察する新たな視角から，マ

ルクスは，剰余資本および本源的資本の性格変

化，可変資本の再生産，領有法則転回論等の諸

問題を取り上げているのみならず，マノレクス自

身の経済表を描きながら，再生産の諸条件を模

索している。したがって，後半部分では『資本

論』現行版第 I部第7篇第21章「単純再生

産j，第22章「剰余価値の資本への転化j，そ

れに第 II部第3篇「社会的総資本の再生産と
流通」に属する諸問題が考察されている，とい

ってよし、。ここでは，課題にしたがって，領有

19)資本の集積および集中概念の成立については，野
矢テツオ氏 (26)，斉藤栄司氏 (27)，星野中氏
(28)を参照されたい。

20)マノレタスは， 1日〉剰余価値の資本への再転化」と
題される部分の終りの方で，それまで展開してき
た蓄積論に関する叙述を4項目に分けて整理して
いる。その最後の項目で 14)発達した諸部面に
おけるこの吸引過程に，新たに雇用が形成されつ
つある諸部面等における反発過程が平行して進ん
でいるにもかかわらず，資本の集積(および競
争〉によって小資本を打ち殺し，それらを大資本
に結合させるJ((8) S. 2273)と述べているよう
に， 1資本の集積J(ここでは「資本の集中」を意
味している〉はきわめて重視されている。

法則転回論だけを取り上げることにしたし、。

ノート XXIIにおける領有法則転回論に関

する叙述は，本文の多少の変更と新たな追加が

みられるものの，本稿第 II章でみた『要綱』

蓄積論の後半部分から，ほぼ原型のまま引用し

たものである。 したがって， n86ト63年草稿』

の領有法則転回論は， ~要綱』のそれと同様に，

単なるプノレジョア的所有観念批判に留まらず，

資本の本性，資本関係の再生産，それに蓄積が

労働者階級に及ぼす影響を解明する理論，いい

かえれば資本概念そのものを明らかにする理論

である，といってよL、。とすれば，課題の性質

上ここで特に注目すべきは，これまた『要綱』

と同じように，労働者階級の窮乏化が領有法則

転回論と一体となって説かれている点である。

すなわち， I再生産」と題するこの後半部分で

は， I不払労働」による新たな「不払労働」の

継続的領有の結果，一方では富の累進的蓄積

が， 他方では「無産者， 困窮している労働能

力， ~労働貧民』の量が増大し， 逆の場合は逆

になるj ((8) S. 2268)， というように， 労働

者階級の窮乏化が論じられているのである。し

たがって， ノート XXIIでは，蓄積の進行が
労働者階級に如何なる影響を及ぼすかという課

題は， Iα)剰余価値の資本への再転化」の前半

部分において，資本の有機的構成の累進的高度

化に依拠しつつ「一般的法則」として解明しよ

うとしているにもかかわらず I再生産」 と題

する， Iα)j の後半部分において， 再び領有法

則転回論と一体となって説かれ，それによって

総括されている，ということができるであろ

う。

以上，四節にわたって， n861-63年草稿』に

おける資本の有機的構成， I機械による労働の

代替j，I一般的法則j，それに領有法則転回論

の内容をみてきた。以下では，この段階におけ

る「一般的法則」と領有法則転回論との関連に

ついて，若干敷初して述べることにしたい。

すで、にみたように， n861-63年草稿』では，

のちの『資本論』第 II部および第 III部に属
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する問題領域が次第に明らかになってくるにし

たがって，蓄積論を「直接的生産過程」のー契

機として抽象的に考察する方向もまた徐々に浮

き彫りになってきた。と同時に，他方では，資

本の有機的構成および機械論等の「一般的法

則」構築のための準備的考察も進展してきたた

めに， ~要綱』では剰余価値生産の二様式と一

体となって解明されていた相対的過剰人口論

が， n861-63年草稿』のノート XXでは機械

の二つの傾向として，さらにノ{ト XXIIでは

資本蓄積の二様式の問題として定式化されるに

至ったのである。だが，それだけではない。ノ

ート XXおよび XXIIに即してみたように，

n861-63年草稿』では，留保文言が付されてい

るとはいえ， I資本の集積j，I諸資本の集積j，

「労働の価格の価値以下への低下j，I労働者の

生存の絶えざる動揺j ((8) S. 2057)等の，蓄

積をめぐる諸資本の現実的競争戦についても多

くの紙幅が費やされているのである。しかも，

「一般的法則」も「諸資本の競争」に関する上

記の諸現象の展開も， ~要綱』では「資本一般」

の彼岸に横たわるものとして， ~要綱』の対象

範囲から排除されていたことを想起するなら

ば， n861-63年草稿』では， ~要綱』で画され

ていた「資本一般」という外枠が次第に拡張さ

れてきた，ということができるであろう。し叫、

かえれば， n86ト63年草稿』の蓄積論は，構造

論的把握の極限と特徴づけられる『要綱』蓄積

論から再び上向の歩みを開始して， I一般的法

則」を「資本一般」の体系の中に定置すること

によって構造論的認識を一層充実させるととも

に，蓄積をめぐる諸資本の現実的競争の素描を

も与えているのである。だが，後者は未だ理論

的スケッチに留まるものであり，また，ここで

は，それらの叙述に「一般的法則」の実現を媒

介するものとしての位置付が明確に与えられて

いる訳ではなし、。しかも， n861-63年草稿』の

「一般的法則」は， ~資本論』のそれと比べる

ならば，論理の概略が与えられているにすぎ

ず，労働者の窮乏化を文字通り論証するために

は，さらなる理論的整理が必要だったのであ

る。

以上のように， n861-63年草稿』では， I一

般的法則」が未完成であり，また労働者の窮乏

化を「一般的法則」として論証するとLづ構想

が最終的に確立していなかったために， ~要綱』

と同様に，同じ課題を領有法則転回論に結びつ

けて解明するという構想がとられたものと思わ

れる。 したがって， この段階では， ~資本論』

のように，蓄積が労働者階級に及ぼす影響を

「一般的法則」として解明する新たな視点と，

同じ課題を領有法則転回論に結びつけて説くと

いう， ~要綱』でみられた視角とが混在してい

る，ということができるであろう。後者の視角

が背後に退いて，前者が最終的に確立するの

は，続く『資本論』初版以降においてである。

VI. ~資本論』初版 (1867 年)，第2版

(1872-73年)，仏語版 (1872-75年)

マルクスは， n861-63年草稿』執筆後， 1863 

年8月から 1865年 12月の末までに， ~資本論』

全3部にわたる草稿をもう一度書き直してい

る。すなわち，現在「第6章直接的生産過程の

諸結果j21)だけが残っている第 I部草稿と第 II

部「第1稿j((18) S. 8)，それに第 III部「主

要草稿j((19) S. 11)がそれに当たる。第 II

部「第 1稿」は「第 1章資本の流通j，I第2章

資本の回転j，I第3章流通と再生産j ((12)) 

の3章からなり，細部の仕上げはともかくとし

て，循環論・回転論・再生産論からなる『資本

論』現行版第 II部と同様の構想が示されてい

る。一方，第 III部「主要草稿」は， タイト

ルが「資本と利潤」から「総過程の諸姿態」に

変わり，これまでのように資本4一一利潤の関係

のみならず，土地一一地代，労働一一賃金など

の収入諸形態への価値生産物の形態転化が明ら

21)この部分は『直接的生産過程の諸結果Jl(CllJ)と
して公表されているが，資料的に不明な点が多い
ので，別稿て守詳細に検討することにしたい。な
お，最近の文献については，八柳良次郎氏 (30)
を参照されたい。
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かにされている2230 したがって， この時期に，

「理論的部分J全3部 (1第 1部資本の生産過

程。第2部資本の流通過程。第3部総過程

の姿態j ((13) S. 534)) の対象領域ができ上

るとともに， それによって逆に， 1蓄積を抽象

的に，すなわち単に直接的生産過程のー契機と

して考察するj ((17) S. 590) 視角もまた最終

的に確立したものと思われる。

以上の第3次草稿を書き上げた後， 1866年 1

月1日から翌67年3月末にかけて行なわれた，

第 I部の最終的仕上げと清書を経て， 1867年

9月 14日に出版されたのが『資本論』初版であ

る。ここでは，マルクス自身の理論形成の歩み

を追跡するために，エンゲルスの編集に依拠し

ている『資本論』現行版をさしあたり除外し，

初版または第2版mと仏語版における蓄積論，

なかでも資本の有機的構成概念， 1一般的法

則j，それに領有法則転回論の内容を行論に必

要な限りにおいて比較検討することにしたい。

最初に資本の有機的構成概念をみてみよう。

①資本の有機的構成

周知のように， ~資本論』現行版第 I 部第 7

篇第23章「資本主義的蓄積の一般的法則」の

第 l節は，資本の有機的構成の概念規定から始

まるが，第2版(および初版)の当該箇所に

は，資本の有機的構成に関する叙述は一切見当

たらず，代って同篇第2節冒頭で現行版の内容

とは若干異なる次のような規定が与えられてい

る。

「蓄積の進行中に，生産手段の量とそれを動かして

いる労働力の量との聞の比率に，大きな変革が起こる

ということをアダム・スミスは見逃している。この変

革は，不変成分と可変成分から成る資本価値の構成の

変化のうちに，または生産手段と労働力に転化された

資本の価値部分の比率の変化のうちに反映する。私は

22)佐藤金三郎氏 (24J，内田弘氏 (35J参照。

23)本稿で考察する問題点に関する限り，初版と第2
販の内容はほぼ同じとみなすことができるので，
必要な場合を除いて，ここでは，蓄積論の篇別構
成が現行版のそれと同じである第2版を主に取り
上げることにする。

この構成を資本の有機的構成と呼ぶJ((15J S. 647， 

(14J S. 608)。

以上の概念規定の後に，一段落おいて次のよ

うに続けている。

「生産手段の量がそれに生命を与える労働力の量に

比べて増大するということは，資本価値の可変成分を

犠牲としての不変成分の増大に反映する。……(中略)

.…・不変資本部分に比べての可変資本部分のこの減

少，または資本価値の構成の変化は，資本の素材的諸

成分の構成の変化をただ近似的に示すだけである。

. (中略〕……この理由は簡単で，労働の生産性の

上昇につれて，労働によって消費される生産手段の規

模が増大するだけでなく，その規模に比べてその価値

が低下するということであるJ((15J S. 647-648， (14J 

S. 609-610)。

みられるように， ここではまだ，資本の技術

的構成および価値構成なる用語は使用されてい

ない。だが 1生産手段の量とそれを動かして

いる労働力の量との聞の比率」は前者に，そし

て「生産手段と労働力に転化された資本の価値

部分の比率」は後者に当たる。したがって，第

2版(および初版)では， ①技術的構成と価値

構成を明確に区別した上で，②「労働の生産性

の上昇につれて，労働によって消費される生産

手段の規模が増大するだけでなく，その規模に

比べてその価値が低下する」という認識を媒介

にして， ③事実上， 技術的構成の変化を「反

映」した価値構成を資本の有機的構成と規定し

ている，といってよい。

ところで，すで、にみたように， n861-63年草

稿』の資本の有機的構成概念には，以下のよう

な問題点が残されていた。①技術的構成と価値

構成が，それぞれ「技術学的構成j，1価値比

率」と呼ばれていること，②有機的構成と「技

術学的構成j，または有機的構成と「価値比率」

の区別が必らずしも明確で、ないこと，③生産力

の上昇に基づく「機械の相対的低廉化」に言及

しているにもかかわらず， 1技術学的構成」と

「価値比率」の真に有機的な関連がみいだされ

ていないこと，④生産方法の変化に基づかな

い，資本諸要素の単なる価値変動をも考慮に入
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れていること，以上の 4点がそれである。とこ

ろが， 11資本論』第2版(および初版) では，

資本の有機的構成の概念規定を行なうに際し

て，単に使用価値視点と価値視点の相違に着目

するばかりでなく， 1"資本価値の構成の変化は，

資本の素材的諸成分の構成の変化をただ近似的

に示すだけである」という点を重視することに

よって，技術的構成，価値構成，それに有機的

構成の三者の区別と関連を明確に示すことが可

能となったのである。したがってまた，生産方

法の変化に基づかない，資本諸要素の単なる価

値変動の有機的構成に対する影響の考察も，こ

こでは行なわれていなし、。とすれば，技術的構

成および価値構成という用語が未だ使用されて

いない点を別にすれば，資本の有機的構成概念

は実質的には『資本論』第2版(したがって初

版)において確立したということができるであ

ろう。だが，仏語版の規定と比べてみるなら

ば，第2版(および初版)の規定には，まだい

くつかの改善の余地が残されているのである。

次に，仏語版の有機的構成概念をみてみよう。

マルクスは， 11資本論』仏語版第7篇第25章叫

「資本主義的蓄積の一般的法則」の第 1節冒頭

で次のように述べている。

「資本の構成は，二重の観点で現われる。価値の点

からみれば，それは，資本が不変部分(生産手段の価

値〉と可変部分(労働力の価値，賃金額〕とに分解さ

れる比率によって決められる。生産過程で機能する素

材の点からみれば，どの資本も生産手段と活動する労

働力とから成り立っており，資本の構成は，使用され

る生産手段の総量と生産手段を使うために必要な労働

量との比率によって決められる。前者の資本構成が，

価値構成 (comρosition-valeur)であり，後者の資本

構成が技術的構成 (comtositiontechnique)である。

最後に，両者の密接な関係を表現するために，資本の

価値構成が資本の技術的構成に依存する限り，したが

って，資本の技術的構成の変化が資本の価値構成のう

ちに反映する限り，われわれは資本の価値構成を，資

本の有機的構成と呼ぶ。われわれが一般に資本の構成

24)現行版第I部第2篇第4章の 3つの節が，仏語版
では3つの章に格上げになったために，仏語版の
第5章以降の章番号は2ずつ増えている。

という場合，それはつねに資本の有機的構成のことで

ある。

同じ生産部門に投下され，相互に独立している多数

の資本家の手の中で機能する多数の資本は，多少の差

はあれ構成が違うが，それらの個々の構成の平均が，

この生産部門に充てられる総資本の構成になる。生産

部門が違えば資本の平均構成も大いに違うが， これら

の平均構成全体の平均が，一国内で使用される社会的

資本の構成になる。この社会的資本の構成が，以下の

研究で究極的に問題になるのであるJ((16J p. 269)。

以上が仏語版の資本の有機的構成概念および

その付属諸規定である。みられるように，仏語

版では，資本の価値構成および技術的構成なる

用語が明確な成語となって現われているばかり

でなく，第2版(および初版)では，有機的構

成の概念規定を行なうに先立つて，技術的構成

と価値構成の定義が与えられていなかったのに

対して，仏語版では，まず最初に両者の定義を

明確に与えた上で，次に，技術的構成の変化が

価値構成のうちに「反映する限り」での価値構

成を資本の有機的構成と規定しているのであ

る。この，仏語版だけで用いられている「反映

する限りJ (または「資本の価値構成が資本の

技術的構成に依存する限りJ) とLづ表現一一

第2版(および初版)では単に「反映する」と

だけ記されているーーには，生産方法の変化に

基づく価値構成の変化と，資本諸要素の価値変

動による価値構成の変化とを原則的に区別しよ

うという，マルクスの意図が込められている，

といってよい。さらに重要なのは仏語版の付属

諸規定である。すなわち， 1"以下の研究で究極

的に問題になる」のは1"一国内で使用される

社会的資本の構成」であると明記することによ

って， 1"一般的法則」が基本的には「社会的資

本」と賃労働の内的関係一般の分析であること

を明らかにしているのである。

このように，第2版(および初版)と比べて

みるならば，仏語版の有機的構成概念にはマル

クスの苦心の跡がうかがえるが，それらは，付

属諸規定とともに，ほとんどそのまま現行版に

も受け継がれている。したがって，現行版でみ
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られるような有機的構成概念は，最終的には仏

語版において確立した，ということができるで

あろう 2530

②「一般的法則」

以上のように，資本の有機的構成概念が最終

的に確立してくるにしたがって， I一般的法則」

の内容もさらに充実したものとなってくる。す

なわち，すでに nS61-63年草稿』に端緒的に

現われていた，有機的構成不変の場合の蓄積，

高度化する場合の蓄積，それに有機的構成の累

進的高度化の考察に，第2版では，それぞれ独

立した節(第23章第1節~第3節)が当てら

れているのみならず，続く第4節と第5節で

は，相対的過剰人口のさまざまな存在形態の解

明と「一般的法則」の例解が行なわれている。

「一般的法則」の各版の相違については，すでに

いくつかの詳細な研究が存在しているので26)

ここでは，行論に必要な限りにおいて，第2版

と仏語版の特徴を概観することにしたい。

第23章第1節「資本構成の不変な場合におけ

る蓄積に伴う労働力需要の増加」では，有機的

構成不変の場合の蓄積が，さらに二つの段階に

分けて詳細に検討されている。すなわち， nS61-

63年草稿』では， I生産方法が不変のままであ

る限り，・…・・可変資本量は総資本量と同じ歩調

で増加する」と述べていたにすぎなかったのに

対して， w資本論』第2版(および初版)では，

「労働の価格が上昇中かまたはすでに上昇した

のに伴って，これと同じかまたはこれよりも大

きく蓄積が絶対的に増大するj ((15J S. 644， 

25)資本の有機的構成の概念規定は，第 III部第2篇
第8章でも行なわれている。だが， 1"ここてや述べ
たことは，すでに第 I部の第3版， 628ベージ，
第23章のはじめに簡単に述べてある。初版と第
2版にはその箇所がないので， ここではそれを繰
り返すことが一層必要だった訳であるJ([19) S. 
155)，というエシゲノレスの脚注は，当該箇所がエ
シゲノレスによって挿入されたことを示しているよ
うに思われる。この点は，いずれ，新 MEGAに
よる当該箇所の草稿の刊行によって明らかになる
であろう。
26)詳しくは中川スミ氏 (37)(38)，林直道氏 (39J
を参照されたい。

(14JS. 606) 第1段階と， r労働の価格の上昇
の結果，利得の刺激が鈍くなるので，蓄積が衰

えj ((15J S. 645， (14J S. 607)， 労働の価格

が再び以前の水準まで下がる第2段階に分けて

考察している。つまり，有機的構成不変の場合

には労働力需要は資本の増大に比例して増大す

るが， 労働力の販売は， Iつねに労働者の側か

らの一定量の不払労働の提供を条件としてい

るj ((15J S. 644， (14J S. 606) が故に， 労

働力需要が資本・賃労働関係の再生産を「真に

危くする点まで続くことは決しでありえない」

((15J S. 644， (14J S. 606)というのである。

以上の内容は，仏語版においてもほぼ同じであ

る。

次に，第2節「蓄積とそれに伴う集積との進

行中における可変資本部分の相対的減少」をみ

てみよう。すでに明らかにしたように，有機的

構成の累進的高度化は， I資本の集積」および

「諸資本の集積」 とともに， nS61-63年草稿』

においても言及されていた。だがそこでは， I資

本の集積」および「諸資本の集積」が有機的構

成の高度化を促進するものとして体系的に展開

されてはいなかったのである。しかるに『資本

論』では， I資本の集積」および「諸資本の集

積」が，初版および第2版を媒介に，仏語版に

おいて 「資本の集積」および「資本の集中」

((16J p. 276)として定式化される的とともに，

それらは，有機的構成の高度化を促進するもの

として明確に位置付けられている。すなわち，

①有機的構成の高度化は，蓄積に伴う「諸資本

の集中」によって一層強化されるとともに，②

この傾向は， I競争と信用j，それに「株式会社」

制度((16Jp. 276)の発展によってさらに促進

される。③しかも，技術的変革は追加資本のみ

ならず原資本をもとらえるので，有機的構成は

累進的に高度化する，というのである。したが

って， w資本論』では， nS61-63年草稿』でみ

られた諸資本の現実的競争戦に関する叙述が，

内容的に一層整理された上で，有機的構成の高

27)注 (19)を参照されたい。
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度化を媒介しかっ促進するものとして体系的に

展開されている， といってよし、。だが， 1諸資

本の集中」に関する叙述は， 1事実を簡単に示

唆J ((15) S. 651) したものにすぎず， 1一般

的法則」の論証に必要な限りでの言及でしかな

い，ということもまた銘記されなければならな

。
、ノaU 
2
 、

I
V
 

以上のようにマルクスは，第1節では有機的

構成不変の場合の蓄積を，第2節では高度化す

る場合の蓄積を取り上げているが，両者の関連

は必らずしも明らかではなし、。けれども，続く

第 3節では，前者を， 1蓄積が，与えられた技術

的基礎の上での生産の単なる拡張として作用す

る中休み期間」と規定した上で，その期聞が「短

くなって行く J((15) S. 653， (14) S.615)，と

述べている2めように，マルクスは，資本主義的

生産様式においては結局後者が支配的になると

考えていたようである。したがって，第3節で

は，第2節の内容に依拠しつつ，次のように相

対的過剰人口の累進的生産を導き出している。

「与えられた大きさの追加労働者数を吸収するため

に，または，古い資本も絶えず形態を変えるので，す

で、に機能している労働者数を働かせるためにも，ます

ます速度を増す総資本の蓄積が必要になるだけではな

い。この増大する蓄積と集積とは，それ自身また資本

の構成の新たな変化の，すなわち資本の不変成分に比

べての可変成分の一層速くなる減少の，一つの源泉に

なるのである。……〔中略)・…資本主義的蓄積は，

しかもその精力と規模とに比例して，絶えず，相対的

な，すなわち資本の平均的な増殖欲求にとってよけい

な，したがって過剰な，または剰余の労働者人口を生

みだすのであるJ((15J S. 653-654， (14) S. 615-

616)。

28)初版では「一般的法則」の箇所(現行版第1節~
第4節〉に4つの留保文言が付されているが，第
2版では3つに， さらに仏語版では2つに減って
いる。 このことは， 1"資本一般」の外延的拡大と
内包的拡充に伴って留保文言の数も次第に減少し
てきたことを示している。

29)仏語版では「累進的に短くなるJ((16J p. 278) 
と述べている。横の蓄積のこのような処理につい
ては評価の分かれるところであるが，稿を改めて
検討することにしたし、。

みられるように， 第2版 (および初版) で

は， 可変資本の相対的減少が， 1総資本の増大

につれて速くなり，そして総資本そのものの増

大よりももっと速くなるJ(ebenda)ことを根拠

に，相対的過剰人口の形成を導き出している。

だが，可変資本の相対的な減少はその絶対的な

増加を決して排除しないことを考慮に入れるな

らば，このような論証は，可変資本の相対的

な減少から直ちに「過剰な，または剰余の労働

者人口」の形成を導き出している，という批判

を免れないで、あろう。これに対して，仏語版で

は， 1"労働の供給J((16) p. 278) の増加率と

いう新たな要因を導入することによって， 1一

般的法則」の論証がより十全なものとなってい

る。すなわち， 1労働の供給」の増加率が可変

資本の増加率と同じ聞は相対的過剰人口が生じ

ないが，蓄積が進むにつれて，有機的構成が累

進的に高度化し，可変資本の増加率が「労働の

供給」の増加率に比べて低下するために，相対

的過剰人口が発生する，というのである。つま

り，一定の割合で増加し続ける「労働の供給」

と，累進的に低下する割合でしか増加しない就

業者数との聞に失業が発生し，蓄積が進むにつ

れて，失業者数が就業者数よりもますます増大

するために，労働者階級全体としては「貧困，

労働苦，奴隷状態，無知，粗暴，道徳的堕落」

((15) S. 671， (14)， S. 632) が蓄積される，

と論定しているのである。

だが，それだけではなし、。マルクスは， ~資

本論』各版において，相対的過剰人口の形成と

産業循環との関連についても言及している。す

なわち，有機的構成の高度化によって生じる相

対的過剰人口は，産業循環の諸作用を捨象した

構造的・長期的な失業の現われであるが，ひと

たび資本主義的生産が確立すれば，この長期的

傾向は現実的には周期的な産業循環によって媒

介されて実現することになるために， ~資本論』

各版では産業循環がかかるものとして位置付け

られているのである。

以上のように， ~資本論』では， 1一般的法
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則」を蓄積論の根底に据えることによって，蓄

積が労働者階級に如何なる影響を及ぼすかとい

う課題の構造論的・本質論的解明が確立すると

ともに，さらには競争論的=現象論的領域への

上向の展望をも与えているのである。

③領有法則転回論

「一般的法則」の最終的な確立によって，領

有法則転回論の担うべき役割と位置は大きく変

わることになる。すでに明らかにしたように，

『要綱』および n861-63年草稿』の領有法則

転回論には，いずれも「一般的法則」を訪沸と

させる表現が含まれていた。 ところが， ~資本

論』各版では，領有法則転回論からかかる叙述

が一掃されるとともに，その占めるべき位置も

次のように変えられている。すなわち， n861-

63年草稿』では， r一般的法則」の後に領有法

則転回論が置かれていたのに対して， ~資本論』

各版では，両者の位置が逆転して，領有法則転

回論の後に「一般的法則」が置かれ， しかも第

I部「資本の生産過程」の理論的部分はそれに

よって最終的に総括されるとし、う論理構造にな

っている。『資本論』における， 領有法則転回

論の担うべき役割と位置のこのような変化は，

「一般的法則」の確立に伴って，本来，領有法

則転回論が担っていた一つの大きな役割であ

る，蓄積が労働者階級に及ぼす影響の解明を，

第2版でいえば， 最終的には第 23章の「一般

的法則」に委ね，領有法則転回論自らは，第22

章第 1節に一歩退いて，ブルジョア的所有観念

批判に専念することになったということを端的

に示している問。

30)山田鋭夫氏は，領有法則転回論のプラ γ上に占め
る位置を追跡して，以下の点を確認している。
1(1)マルクスにおいて転回論は『要綱』以来一
貫して経済学の一重要テーマであること， (2)そ

の転回論の直接的考察は『資本の生産過程』論の
総括部に漸次収数されていくこと， (3)にもかか
わらず転回論はプラ γ項目(標題〉からは次第に
姿を消していくこと，これであるJ(C43J 7頁〉。
だが， w資本論』の「資本の生産過程」論は，本
源的蓄積論を除外すれば，領有法則転回論によっ
てではなく， 1一般的法則」によって総括されて

結びにかえて

以上， 4章にわたって， r一般的法則」の成立
と領有法則転回論の変遷についてみてきた。以

下では，各章で時期別に明らかにした内容を今

一度通史的に整理して，結びにかえることにし

たい。

ところで，蓄積の進行が労働者階級に如何な

る影響を及ぼすかという課題は，初期マルクス

においでさえ重要な関心事であった。例えば，

初期マルクスの代表的な著作である『経済学・

哲学草稿~ (1844年)では，社会の富の増加は

労働者の高賃金をもたらすというアダム・スミ

スの説を批判して，マルクスは逆に，社会の富

の増加は労働者階級の貧困をもたらす，と述べ

ている。したがって，それは，初期・中期・後

期の全マノレクスを貫く，生涯不変のテーマであ

るといっても過言ではなし、。だが，この課題に

対するアプローチの方法は各時期によって全く

異なっていたのである。労働者の窮乏化がただ

宣言されているにすぎない『経済学・哲学草

稿』を別にすれば，競争論的アプローチと混在

しつつも「一般的法則」の原型が初めて出現し

たのは， 1847年の草稿『労賃』においてであ

る。けれども，続く 1857-58年の『要綱』で

は， r資本一般」というプラン上の制約により，
原型「一般的法則」は「資本一般」の圏外に排

除されたために，同じテーマは「資本一般」の

枠内で，領有法則転回論と一体となって解明さ

れたのである。また，この時期には， ~資本論』

第 II部および第 III部の対象領域が未だ不明

確であり，そのことが蓄積論の成立を大きく妨

げたものと思われる。一方， n861-63年草稿』

では，第 II部および第 III部に属すべき問題

領域が次第に明瞭になってくるにつれて，蓄積

の問題を「直接的生産過程」のー契機として解

明する方向もまた明らかとなり， r資本一般」
から排除されていた原型「一般的法則」が，

いるのであり，だからこそ(1にもかかわらず」で
はない)1転回論はプラ γ項目(標題〉からは次
第に姿を消していく」のである。
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新たな装いのもとに「資本一般」体系の中に組

み入れられるようになる。 しかしながら， r一
般的法則」そのものがきわめて未熟であり，ま

た， w要綱』以来の構想が未だ根強く残ってい

たために，結局，同じテーマは，生産力上昇に

伴う有機的構成の累進的高度化の問題として考

察された後に，再び領有法則転回論に結びつけ

て説かれるとL、う論理構造が示されているので

ある。『資本論』では， r一般的法則」が最終的
に確立し，マルクスは，生涯不変のテーマをよ

り説得的に論証することに成功したために，本

来，領有法則転回論が担っていた一つの大きな

役割である，蓄積が労働者階級に及ぼす影響の

考察を， 最終的には第23章に委ね， 領有法則

転回論自らは， 第22章第 1節に一歩退いて，

ブノレジョア的所有観念批判に専念することにな

ったのである。

以上の点は，マノレクスが書き残したいくつか

の経済学批判体系ブラシの変遷過程においても

確認することができる。すなわち， 1858年6月

に書かれたf7冊のノート(第 1部)への索引

く第1案)JおよびrI859年 (または 1861年)

プラン草案」では， r資本の生産過程」を締め
括る位置に領有法則転回論が置かれているので

あるが，続く 1863年1月の rw資本論』第1部

または第1篇のプラン」では， r第6章〔剰余価

値の資本への再転化〕か第7章〔生産過程の結

果〕で領有法則の現象における転回を説明する

ことができるJ((7) S. 1862)， と指摘してい

るように，マルクスは明らかに動揺をみせてい

る。この時期は，蓄積が労働者階級に及ぼす影

響を， w要綱』のように領有法則転回論に結び

つけて説くべきか，あるいは『資本論』のよう

に「一般的法則」として解明すべきか決めかね

ていた時期に当たる。し巾、かえれば，この時期

には，生産過程の考察を領有法則転回論で結ぶ

べきか，または「一般的法則」で締め括るかに

ついて，最終的な判断を下していなかったので、

ある。初版では，同じテーマを「一般的法則」

として解明することが確定したために，両者の

プラ γ上に占める位置が逆転し，さらに第2版

において現行版と同じ構成をとるに至ったこと

については，すでに指摘した通りである。した

がって，極言すれば，マルクスは，資本主義の

「最後の鐘」を， w要綱』では領有法則転回論

で，また『資本論』では「一般的法則」で鳴ら

そうとしたのであり， n861-63年草稿』ではど

ちらで鳴らすべきか決めかねていた，というこ

とができるであろう。

だが， r一般的法則」の成立過程を明らかに
するためには，蓄積の進行が労働者階級に如何

なる影響を及ぼすかとし、う所与のテーマを解明

すべき理論的武器が， 原型「一般的法則J(草

稿『労賃j])一→領有法則転回論 (W要綱j])一→

「一般的法則J(W資本論j])と変化してきたこと

を強調するだけでは不十分であろう。というの

は，このような，草稿『労賃』から『資本論』へ

と至る，いわば横軸における変化は，同時に縦

軸における変化をも含んでいるからである。す

でに明らかにしたように，草稿『労賃』でみら

れた現象論的認識から本質論的認識への下向過

程は， W要綱』において， その極限である「資
本一般」へと到達したのであるが，続く n86ト

63年草稿』では，諸資本の現実的競争戦につい

ても数多く言及し始め，最後に『資本論』では

それらが「一般的法則」の実現を媒介するもの

として位置づけられているのである。したがっ

て，原型「一般的法則J-→領有法則転回論

一→「一般的法則」とLづ横軸における変化

は，同時に表層から深層へ，そして再び深層か

ら表層を捉え返すという縦軸における変化でも

あったのであり，かかる過程の中で，領有法則

転回論が本来担っていた一つの大きな役割が徐

々に「一般的法則」へ転化していったものと思

われる31)。

すでに 1847年の草稿『労賃』において， r-

31)このように， ~資本論』の対象範囲は第 I 部にお

いですでに，横軸においても縦軸においても，
『要綱』の「資本一般」とは大きく隔たるものと
なってきたために，マルクスは「資本一般」とい
う表現を次第に用いなくなってきたように思われ
る。
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般的法則」の原型が定立されていたことを想起

するならば，マルクスは長年にわたる理論的な

苦闘の末，再び処女作に到達したといえるであ

ろう。だが，それは単なる同じものへの回帰で

はなかった。資本の有機的構成概念において

も， r一般的法則」の論証方法においても， 草
稿『労賃』とは比較にならぬ程の理論的成長を

伴つての回帰だったのである。
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